
２９道協議会第４号
平成２９年４月１３日
北海道日本型直接支払推進協議会

　会員市町村長　様
北海道日本型直接支払推進協議会
会　長　　塩　㞍　　芳　央　
地域資源保全情報記録システム「利用規約」の改定について
　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。
このことにつきまして、北海道土地改良事業団体連合会（水土里ネット北海道）より平成29年４月６日付け北土連発第８号で別添のとおり通知がありましたので、ご案内いたします。
改定後の利用規約ですが、現在、システムを“利用している”活動組織に対しては、水土里ネット北海道より通知されますので、“利用していない”関係活動組織への周知のほどよろしくお願いいたします。
また、利用申請書の提出が必要な活動組織及び市町村については、下記３の②に記載のとおりですので、お取り計らいのほどよろしくお願い致します。
記
１．改定後の利用規約　　　　
別紙１「新旧対照表」及び別紙２「地域資源保全情報記録システム利用規約」のとおり。
２．利用申請

（１）提出書類　【様式１】地域資源保全情報記録システム利用申請書
（２）送 付 先　　水土里ネット北海道　技術部地域支援課　記録システム担当者
　　　　　　　　　〒060-0005　札幌市中央区北５条西６丁目１－２３　道通ビル７階
（３）提出期限　平成29年４月28日（金）
３．その他

（１）利用申請書（様式１）に必要事項を記載・押印のうえ、２（３）の提出期限までに書面を送付してください。
（２）利用申請書（様式１）は、①H29年度から新たにシステムを利用する活動組織等、②H29年度に記録システムを利用する市町村、が提出してください。
なお、H28年度から利用している活動組織は利用申請書の提出の必要が無く、今年度の利用許可通知書が４月１４日（金）を目処に発送されます。
また、H28年度に利用申請書を提出頂いた市町村は、道協議会が推奨機種を確保するための手続きであることから、H29年度に利用する際は改めて利用申請書を提出願います。
（３）活動組織における記録システムの利用状況が不明な市町村は、お問い合わせください。

（４）水土里情報システムの“非会員”の関係活動組織及び市町村が記録システムを利用する際は、「地域資源保全情報記録システムに係る航空写真利用料等について（平成28年11月24日付け北土連発第334号）」で通知されている航空写真利用料が別途必要となることから、別添「航空写真利用料の負担について」に必要事項を記載のうえ利用申請書と併せて提出してください。


平成２９年４月１３日
北海道日本型直接支払推進協議会

　会員市町村担当者　様
北海道土地改良事業団体連合会
技術部地域支援課　
航空写真利用料の負担について
　日頃よりお世話になっております。
　さて、水土里情報システム“非会員”につきましては地域資源保全情報記録システムの利用に際し、システム利用料の他に航空写真の利用料を負担頂く必要があります。
このことに対する考え方や利用料等については、「地域資源保全情報記録システムに係る航空写真利用料等について（平成28年11月24日付け北土連発第334号）」でご案内をしているところですが、次のとおり負担方法について確認をさせて頂きますので、該当市町村にあっては、必要に応じて関係活動組織等と協議し、結果を記載のうえ、本書を提出頂きますようお願いいたします。
記
○提出期限　　平成29年４月28日（金）
　※書面による送付のほか、電子メールにより提出頂くことでも構いません。
○水土里情報システム“非会員”における航空写真利用料の負担について

	１．市町村名
	

	２．担当者連絡先
	部署名：
	職氏名

	３．航空写真利用料の額
	　　　　　　　　　　　円

	　
	※額が不明な場合はお問い合わせください。

	４．負担方法　注
	
	①市町村が利用料を負担

	※該当項目の先頭に「○」を記載してください。
	
	②活動組織が利用料を負担

	
	
	③市町村と活動組織で利用料を負担


注：４．負担方法が②と③の場合、任意様式で各組織及び市町村の負担額を整理し、添付してください。
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